
貸　借　対　照　表
（2021年3月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　   （単位：千円）

　　　科　　　　目 　　金 　額 　　　科　　　　目 　　金　 額

 　　（資産の部） 　　 （負債の部）

流　動　資　産 3,525,051 流　動　負　債 2,521,172

現 金 及 び 預 金 516,052 107,336

受 取 手 形 204,214 619,502

売 掛 金 1,017,099 900,000

商 品 22,741 20,376

製 品 321,259 3,546

貯 蔵 品 14,325 85,031

前 払 費 用 8,644 28,692

短 期 貸 付 金 1,327,453 194,156

未 収 入 金 90,510 101,515

仮 払 金 3,099 13,373

短 期 貸 倒 引 当 金 △ 349 153,969

 293,671

固　定　資　産 3,525,588  

　有形固定資産 2,446,764 固　定　負　債 1,229,886

建 物 1,094,729 35,206

構 築 物 183,559 485,706

機 械 装 置 283,013 31,701

車 両 運 搬 具 4,144 84,814

工 具 器 具 備 品 61,907 592,458

土 地 747,038

リ ー ス 資 産 50,709 　　　負 債 合 計 3,751,059

植 林 6,099 　 　(純資産の部）

建 設 仮 15,562 株　主　資　本 3,335,564

　無形固定資産 489,834 　資　本　金 161,345

鉱 業 権 484,541 　資本剰余金 746,479

諸 権 利 932 746,479

ソ フ ト ウ エ ア 4,360 　利益剰余金 2,427,739

　投資その他の資産 588,989 68,077

投 資 有 価 証 券 205,340 2,359,662

関 係 会 社 株 式 34,525 　　固定資産圧縮積立金 131,523

長 期 貸 付 金 645 　 別途積立金 1,505,000

差 入 保 証 金 等 53,419 　 繰越利益剰余金 723,301

繰 延 税 金 資 産 239,363 　 自己株式 △ 162

そ の 他 の 投 資 55,696 評価・換算差額等 △ 35,983

　 その他有価証券評価差額金 △ 35,983

 　　　　純資産合計 3,299,581

　　　資 産 合 計 7,050,640  　負債及び純資産合計 7,050,640

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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【 重要な会計方針に係る事項に関する注記 】

　　１．資産の評価基準及び評価方法

        ④役員退職慰労引当金      (１)有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　当事業年度末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は、全部純資産

　　直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

      (２)たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、仕掛品、貯蔵品

　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下の方法）、但し商品のうち石油製品

　については移動平均による原価法（収益性の低下による簿価切下の方法）

未成工事支出金

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下の方法）

　　２．固定資産の減価償却の方法

      (１)有形固定資産(所有権移転外ファイナンスリース資産を除く)

定額法。なお、耐用年数及び残存価格については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

      (２)無形固定資産

ソフトウェア

　社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法

その他の無形固定資産

　定額法、但し鉱業権は生産高比例法

　なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

      (３)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース期間を耐用年数

とし残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　３．引当金の計上基準

      (１)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

      (２)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額を計上

しております。

 個  別  注  記  表 



      (３)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において
発生していると認められる額を計上しております。

      (４)役員退職慰労引当金
役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末退職慰労金要
支給額を計上しております。

　　４．固定資産の減損会計
「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
(企業会計基準適用指針　第６号　 平成15年10月31日)を適用しております。

　　５．収益の計上基準
売上高のうち工期１年以上の工事完成高については、工事進行基準を採用しております。

　　６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

【 貸借対照表に関する注記 】

　　１．担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　(１)担保に供している資産

有形固定資産
土地 146,168 千円
建物 65,961 千円
有形固定資産計 212,130 千円

上記の外、株式20,000千円(ＰＦＩ斎場運営㈱)をＰＦＩ斎場の運営にあたり、同社の借入に対する借
入先金融機関へ担保提供しております。

　　　(２)担保に係る債務
短期借入金 千円

　　２．有形固定資産の減価償却累計額
建物 千円
構築物 512,667 千円
機械装置 463,966 千円
車両運搬具 53,638 千円
工具器具備品 189,432 千円
リース資産 46,878 千円
　計 千円

　　３．有形固定資産の減損損失累計額 92,242 千円
(注)この外、無形固定資産の減損損失として鉱業権146,293千円があります。

　　４．有形固定資産の取得価額から国庫補助金、保険差益による圧縮記帳額491,132千円（建物
　　　　463,970千円、土地27,161千円）が控除されております。

　　５．保証債務等
保証債務等はありません。

900,000

1,763,835

3,030,419



　　６．遡及義務

債権流動化による遡及義務 千円

　　７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 千円

長期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

長期金銭債務 千円

【 損益計算書に関する注記 】

　　１．関係会社との取引高

　　　(１)営業取引による取引高

売上高 千円

仕入高 千円

販売費及び一般管理費 千円

　　　(２)営業取引高以外の取引高 千円

　　２．減損損失

         減損損失に関する事項は次の通りであります。

　　　(１)資産のグルーピングの方法

当社は事業の種類別及び事業所別に資産をグルーピングしております。

　　　(２)減損損失を認識した資産グループ、減損損失計上額

（単位：千円）

用途 場所 種類 減損損失

遊休不動産 夕張市南部 土地 19

　　　(３)減損損失の認識に至った経緯

遊休土地については、市場価格の下落等により回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、

帳簿価額と固定資産税評価額の差額を減損損失として特別損失に計上しております。

1,381

12,181

54,112

17,070

△ 9,957

720,744

154,786

-

71,388



【 株主資本等変動計算書に関する注記 】

　　１．当事業年度末における発行済株数の総数 普通株式 株

　　２．剰余金の配当に関する事項

　　　(１)配当金の支払額

　　　(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後となるもの

　　　次の内容に係る定時株主総会議案を付議する予定であります。

　※自己株式14株を控除して計算しております

【 税効果会計に関する注記 】

　　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　（繰延税金資産）

固定資産減損損失 千円

退職給付引当金 千円

固定資産除去債務 千円

投資有価証券等評価損 千円

その他 千円

　繰延税金資産小計 千円

　評価性引当額 千円

　繰延税金資産合計 千円

　　　（繰延税金負債）

固定資産除去債務(資産） 千円

固定資産圧縮積立金 千円

その他有価証券評価差額金 千円

　繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

2021年
6月26日

157,343

149,913

一株当た
り配当額
（円）

40,503

481,218

2021年
3月31日

259,706 631

2021年6月25日
定時株主総会

普通株式 172,857
 利益
剰余金

63,783

420

239,363

効力発生日

2020年
3月31日

株式の種類

2020年
6月27日

411,580

効力発生日

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
一株当たり配当

額（円）
基準日

決議
配当金の総額

（千円）
 配当の
原資

2020年6月26日
定時株主総会

普通株式

398,874

基準日

159,511

69,676

118,615

56,620

△15,724

82,345



　　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

　　　　別の内訳

法定実効税率 30.41 ％

　　　（調整）

交際費等永久に損益に算入されない項目 0.47

住民税均等割額 0.49

税効果を認識できない一時差異 0.91

事業税の非課税適用 △ 3.37

その他 1.99

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.90 ％

【 金融商品に関する注記 】

　　１．金融商品の状況に関する事項

　　　　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

　　　　より資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、与信管理規定

　　　　に沿ってリスクの低減を図っております。また、投資有価証券は上場株式で、四半期ご

　　　　とに時価の把握を行っております。

　　　　貸付金は、主に関連会社あてに貸し付けしております。

　　　　借入金の使途は、短期の運転資金であります。

　　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　　　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

　　　　おりであります。

（単位：千円）

(1)現金及び預金 -

(2)受取手形及び売掛金 -

(3)短期貸付金 -

(4)投資有価証券 -
　（その他有価証券） -

(5)長期貸付金 -

-

(1)支払手形及び買掛金 -

(2)短期借入金 -

-

資   産

   (1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)短期貸付金

   　 これらは１年内に決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

   　 価額をもって時価としております。

   (4)投資有価証券

   　 時価については、事業年度末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づき算定して

  　  おります。

726,839 726,839

負 債 計

時価

3,270,806 3,270,806

205,340

645

差額

資 産 計

貸借対照表計上額

645

1,327,453

205,340

516,052 516,052

1,221,313 1,221,313

1,327,453

900,000 900,000

1,626,839 1,626,839

役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規に基づく期末退職慰労金要支給額を計上しております。従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額を計上しており従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき（簡役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規に基づく期末退職慰労金要支給額を計リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について該当無し消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。変更無し当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規に基づく期末退職慰労金要支給額を計上しております。従来、固定資産除却損については、明らかに経常的なものを除き、原則として特別損失に計上して①商品、貯蔵品該当無し①子会社株式及び関連会社株式役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規に基づく期末退職慰労金要支給額を計上しております。定率法定額法関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案して、関係会社株式等について必従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額を計上しております。従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき（簡便役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規に基づく期末退職慰労金要支給額を計上してリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通該当無し消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。変更無し当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規に基づく期末退職慰労金要支給額を計上しております。従来、固定資産除却損については、明らかに経常的なものを除き、原則として特別損失に計上してお



   (5)長期貸付金

   　 時価については、元利金の合計額を同額の新規貸付を行った場合の利率で割り

  　  引いて算定する方法によっております。

負   債

   (1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金

　    これらは１年内に決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

   　 価額をもって時価としております。

【 賃貸等不動産に関する注記 】

　　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は自社ビルをオフィスとして賃貸しており、また、札幌市及び釧路市などで

土地を賃貸しております

　　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注１） 貸借対照表計上額は、賃貸等不動産として使用される部分の取得原価から減価償却

累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注２） 当事業年度末の時価は、重要性が乏しいことから固定資産税評価額等の適切に市場

価格を反映していると考えられる指標に基づく価格で算定したものであります。

【 資産除去債務に関する注記 】

　　１．当社は、砕石及び石炭の採掘事業を行っており、それぞれ下記のとおり、資産除去

　　　　債務を計上しております。

（単位：千円）

事業区分

場　所

開始年度

採掘期間

目　的

根　拠

割引率

前期末残高 33,977 100,247 479,803 0

当期実施額 1,033 116,926 12,631

当期計上額 9,598 388,250

時の経過調整額 489 2,328 1,832 194

当期末計上残高 34,466 101,542 374,307 375,812

科　目

土　地

貸借対照表計上額 時　　価

建　物

合　計

1,024,298

18,225

1,042,523

18,225

178,232

160,007

砕石採掘 砕石採掘 石炭採掘 石炭採掘

札幌市中央区 札幌市中央区 美唄市旭台 美唄市茶志内東

2013年度 2005年度 2010年度 2020年度

17年 25年 10年 3.5年

ﾌﾟﾗﾝﾄ解体費 緑化復元費用 緑化復元費用 緑化復元費用

採石法 採石法 鉱業法 鉱業法

1.44% 2.30% 1.40% 0.10%



【 関連当事者との取引に関する注記 】

　　１．親会社及び子会社等

役員の兼任等 事業上の関係

売上 94,254 売掛金 638

仕入 55,656 差入保証金 1,381

販管費 △ 10,148 買掛金 16,411

未払費用 512

債権の売却 1,323,326

債権の売却
手数料

1,486

貸付金の貸付 △ 700,000 短期貸付金 800,000

ﾌﾟｰﾘﾝｸﾞによ
る貸付(注2）

141,716
〃

(ﾌﾟｰﾘﾝｸﾞ）
527,093

受取利息
（注3）

1,969 未収入金 88

売上 545 受取手形 749

仕入 1,700 買掛金 16

売上 59,806 売掛金 10,521

仕入 119,442 買掛金 12,185

受取配当金 15,240 未払費用 236

売上 0 未収入金 166

仕入 542,842 買掛金 41,521

  （注１）金額の重要性を鑑み、取引金額の上位６社を表記しております。

　（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

  （注３）資金の貸付・回収

　　　　  プーリングによる取引高については前期末残高と当期末残高との差額を記載しております。

  （注４）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　  　資金の貸付及びプーリングについて、貸付金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　  　　なお、担保は受入しておりません。

【 退職給付会計に関する注記 】

　　１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職給付の制度として、退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職に際して特別退職金を支払う場合があります。

　　２．退職給付債務に関する事項（2021年3月31日現在）

      退職給付債務額 485,706 千円

３名子会社
北菱砕石

㈱
北海道
札幌市

10 卸売業
所有
100％

建材類の
仕入

属性
会社等の

名称
住所

資本金又
は出資金
(百万円)

 事業の
内容又は

職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ

㈱
東京都

千代田区
119,457 製造業

被所有
87.9％

-
建材類の

販売

親会社の
子会社

㈱ﾏﾃﾘｱﾙﾌｧ
ｲﾅﾝｽ

 東京都
千代田区

30 金融業 - -
債権の売
却及び資
金の貸付

親会社の
子会社

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ
ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ

㈱

東京都
中央区

393 卸売業 - -
建材類の

販売

親会社の
子会社

㈱ｴﾑｴｰﾊﾟｯ
ｹｰｼﾞﾝｸﾞ

東京都
港区

480 製造業 - -
資材の
購入

仕入 1,101 買掛金 503

３名

不動産の
売上及び
運搬の委

託

子会社
北菱物流

㈱
北海道
釧路市

10 運送業
所有
100％



　　３．退職給付費用に関する事項（自 2020年4月1日　至 2021年3月31日）

（１）勤務費用 27,664 千円

（２）利息費用 0 千円

（３）退職給付費用 (1)+(2) 27,664 千円

　　４．退職給付債務等の計上方法

当社は、原則法を採用しております。

　　５．退職給付債務等の計算基礎に関する事項

（１） 退職給付見込額の期間帰属方法  期間定額基準

（２） 割引率 0.00%

【 一株当たり情報に関する注記 】

　　 一株当たりの純資産額 8,017円13銭

　　 一株当たりの当期純利益 　838円31銭

※自己株式14株を控除して計算しております

【 重要な後発事象に関する注記 】

 　　該当する事項はありません。

（注）各注記の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。


